
 
 

「第７期相模原市高齢者保健福祉計画（案）」に関する  
パブリックコメント手続の実施結果について  

 
１ 概要 
  高齢者がいきいきと充実した生活をおくることができるよう、超高齢社会をめぐる様々な課題

に対し、基本的な目標を定め、その実現に向けた取組を推進するため、第７期相模原市高齢者保

健福祉計画を策定します。 

この度、第７期相模原市高齢者保健福祉計画の策定に当たり、市民の皆様からのご意見を募集

いたしました。 

その結果、３人の方から１９件のご意見をいただき、お寄せいただいたご意見についての意見

募集の概要、ご意見の内容及びご意見に対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

 
２ 意見募集の概要 
 ・募集期間  平成２９年１２月２０日(水曜日)～平成３０年１月２６日(金曜日) 
 ・募集方法  直接持参、郵送、ファクス、電子メール 
 ・周知方法  市ホームページ、高齢政策課、地域包括ケア推進課、介護保険課、緑高齢者相談

課、中央高齢者相談課、南高齢者相談課、各行政資料コーナー、各まちづくりセン

ター(城山・橋本・本庁地域・大野南まちづくりセンターを除く)、各出張所、各公

民館(青根・沢井公民館を除く)、各図書館、市立公文書館 
３ 結果 
（１）意見の提出方法 
   
 
 
 
 
 
 
（２）意見に対する本市の考え方の区分 
  ア：計画案等に意見を反映するもの 
  イ：意見の趣旨を踏まえて取組を推進するもの 
  ウ：今後の参考とするもの 
  エ：その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など） 
 
 
 
 
 
 

意見数 ３人（１９）件 

内 

訳 

直接持参 人（ ）件 
郵送 人（ ）件 

ファクス １人（５）件 
電子メール  ２人（１４）件 



（３）件数と本市の考え方の区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

項 目 件数 
市の考え方の区分 

ア イ ウ エ 

① 計画全体について 
３  ３   

② 高齢者を取り巻く現状と

課題に関することについ

て 

２  ２   

③ 地域包括ケアシステムの

構築に関することについ

て 

７  ５ ２  

④ 認知症施策の推進に関す

ることについて 
１   １  

⑤ 介護サービス基盤の充実

に関することについて 
５  １ ４  

⑥ 介護保険料に関すること

について 
１   １  

合 計 １９  １１ ８  



（４） 意見の内容及びご意見に対する本市の考え方 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

① 計画全体について 

１ 【６期計画の評価・分析結果の反映】 

第６期相模原市高齢者保健福祉計画につい

て、多くの取組内容が列挙されていますが、「何

ができて、何ができなかったのか、そこから見

える第７期への課題は何か」つまり「第６期の

評価・分析と第７期への課題とその課題に対す

る方針・施策」が述べられていないので市民に

は全く分からない。 

よって、この部分を反映した第７期の施策等

コメントが出来ない。第６期の振り返りは市の

ＨＰに掲載されているのですか？一般的に手順

として、「第６期計画の実行管理や点検評価など

のPDCA を実行しながら、第７期計画の策定」と

なるものと理解しているのですが。 

高齢者保健福祉計画におきま

しては、目標達成に向けた指標を

設定しています。その進捗状況を

社会福祉審議会高齢者福祉等専

門分科会に報告し、計画の進行管

理を行ったうえで各施策を推進

しています。 

本計画の策定に当たりまして

は、その達成度や課題を社会福祉

審議会高齢者福祉等専門分科会

や医療や介護の実務者で構成す

る介護保険制度に係る実務者会

議等に示し、高齢者福祉施策に係

るご意見を伺ったうえで、課題解

決に向けた検討を進めてまいり

ました。 

第６期計画の評価検証の内容

については、第７期計画の中に具

体的には掲載しておりませんが、

第６期の評価検証を踏まえ、本市

の課題や今後の取組に係る基本

的な考え方などをはじめ、計画の

中に反映しています。 

なお、社会福祉審議会高齢者福

祉等専門分科会及び介護保険制

度に係る実務者会議の会議録は

ホームページで公開しており、会

議資料につきましては、市行政資

料コーナーにおいて閲覧するこ

とができます。 

イ 

２ 【６期計画の評価・分析結果の反映】 

第７期も第６期と似通った施策の方向になる

ことは理解するが、「基本的な取組」の「取組内

容」の項目には評価・分析から反映される課題

を解決すべき内容が盛り込まれていないように

感じる。 

イ 



 

 

３ 【国の動きの反映について】 

介護保険法改正などの国の動きはあるのか、

ないのか、反映されたのか、不明である。 

 本計画につきましては、老人福

祉法に基づく「市町村老人福祉計

画」と介護保険法に基づく「市町

村介護保険事業計画」を一体のも

のとして策定する法定計画であ

り、厚生労働省が示す基本指針に

基づき、検討を進めてまいりまし

た。 

 平成２９年６月の介護保険法の

改正では、地域包括ケアシステム

の深化・推進を図る中で高齢者の

自立支援や介護予防・重度化防止

に向けた取組の推進が主なものと

なっておりますので、本計画では、

重点的取組事項として位置づけて

います。（３０ページから３２ペー

ジ） 

イ 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

② 高齢者を取り巻く現状と課題に関することについて 

４ 【高齢者を取り巻く課題について】 

「高齢者の現状及び将来人口並びに高齢者

等実態調査及び介護職員等に対する就労意識

調査」に対して、現状と結果は述べられている

が、これらの現状分析や調査の結果から相模原

市として抽出した「課題」は何か、更に、その

「課題に対する方針・施策」が見えない。 

第２章「高齢者を取り巻く現状と

課題」における人口、要支援・要介

護認定者数の推計等や高齢者等実

態調査及び介護職員等に対する就

労意識調査の調査結果から見られ

る傾向等により、課題等を整理した

上で、施策の方向や各取組を位置付

けています。 

イ 



 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

② 高齢者を取り巻く現状と課題に関することについて 

５ 【高齢者等実態調査結果の反映について】 

「今後の在宅生活の継続に必要と感じる支

援・サービス」の設問では、いずれの調査におい

ても、「配食」、「掃除・洗濯」、「移送サービ

ス」、「買いもの」が上位の回答となっています。 

これらの対策として、介護予防の高齢者に対し

ては、介護保険により手厚いサービスが存在す

る。 

一般高齢者に対する「配食」「掃除・洗濯」「買

い物」に対する施策は何処に述べられています

か。またはどのように考えておられるのでしょう

か。 

特に一般高齢者の「在宅生活の継続に必要とす

る支援・サービス」について、相模湖圏域・光が

丘圏域が「配食」の順位が高い。 

一方、超高齢化の進展に伴い、徒歩や自転車で

の外出が困難な高齢者が増えることに相まって、

認知症の高齢者が増加し、車の免許制度の厳格化

により運転出来なくなる高齢者も増加すると考

えられる。つまり「移送サービス」が大きな課題

の一つになると思っています。現に、高齢者等実

態調査をみると「移送」に関しては、特に城山・

津久井・相模湖・藤野圏域は切実な問題として浮

かび上がっている。 

一般高齢者や介護予防の高齢者に対する「移送

サービス」についてはどのような施策を講じてい

くのかが述べられていないが、どのように考えて

いるのかを第７期には記述すべきと考えますが。 

 

今後の在宅生活の継続に必要と

される支援・サービスにつきまし

ては、４１ページの「介護予防・

生活支援等の推進」及び４９ペー

ジの「互助による地域包括ケア体

制の構築と推進」に掲載しており

ますが、地域の実情や利用者のニ

ーズに対して、総合事業の住民主

体サービスを含め、支援の充実が

図られるよう、ボランティアやＮ

ＰＯ、社会福祉法人等の多様な

主体による活動を促進してまい

ります。 

移動支援につきましては、４１

ページに掲載しております総合事

業の訪問型サービスの一環とし

て、ＮＰＯ、民間事業者等による

移動支援の検討を行うとともに、

４９ページに掲載しておりますと

おり、公共交通等の利用が不便な

高齢者等に対する移動支援策やモ

デル事業の実施を検討してまいり

たいと考えております。 

 

イ 



 

 

 

 

 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

③ 地域包括ケアシステムの構築に関することについて 

６ 【在宅医療・介護連携の推進について】 

地域包括ケアシステムの柱の一つであるのが、

ここで述べられている「在宅医療・介護連携の推

進」であると理解している。 

そのためには、市民が「在宅療養」についての

理解が必要であり、第６期からいろいろと施策が

講じられ、第７期でも、「在宅医療・介護連携市

民講演会の開催」をはじめとして、４項目の取組

内容が記載されている。 

講演会もよいが、会場まで行ける人や定員があ

り、限られた市民が対象である。 

先の４項目の取組内容に加えて、在宅療養につ

いての簡単な説明をした「在宅療養ガイドブッ

ク」のようなものを発行し、世帯に配布してはど

うか。 

２～３の他市の「在宅療養ガイドブック」を読

んだが今まで漠然と理解していた「在宅療養」に

関しての理解が深まった。是非、「相模原市版 在

宅療養ガイドブック」を発行して頂きたいと考え

ますが。 

 

 高齢者の在宅での生活に当た

り、各種サービス内容を説明した

冊子等を発行し、周知等を図って

いるところでございますが、現在、

（仮称）在宅療養連携手帳の発行

に向けた検討を行っており、その

手帳により本人や家族、医療・介

護従事者の連携を促進するに当た

っての趣旨や使い方等の説明を行

っていく中で、在宅療養に係る市

民の方の理解促進も図ってまいり

たいと考えております。 

さらに、より効果的な普及啓発

を図るため、いただいたご意見も

踏まえ、今後も継続して検討して

まいります。 

ウ 



 

 

 

 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

７ 【総合事業の充実について】 

今後の相模原市の基準緩和サービスの事業展

開には、担い手不足による行き詰まりを予想して

おります。 

現行の基準緩和サービスの介護報酬を踏まえ

て考えますと、今後大手介護事業所の参入の可能

性はないと思われます。 

加えて、すでに資格を持っているヘルパーが基

準緩和サービスに従事することはあまり期待で

きず、サービスの拡充には無資格者の研修受講を

増やすことが第一と考えます。現在は各事業所の

サービス担当責任者が研修を担っていることに

より、研修受講者が伸び悩んでいます。市で研修

を実施し、計画で検討することとされている（仮

称）介護人材センターにより、研修後の受講者に

対して事業所を紹介する流れをつくると良いと

考えます。 

介護のしごとの魅力発信や就職

相談会の開催をはじめ、市内の介

護サービス事業所などの関係団体

等との連携などにより、多様な人

材の参入促進に向けた取組を推進

してまいります。 

また、説明会等を通じて、事業

者の参入促進を図るとともに、（仮

称）介護人材センターの機能も含

め、研修の実施方法など、サービ

スの拡充に向けた取組を検討して

まいります。 

イ 



 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

８ 【総合事業の充実について】 

（４１ページ その他の生活支援サービスの提

供） 

「栄養改善や見守りを目的とした配食サービ

スの実施」は高齢者等実態調査からも「配食」と

回答された高齢者が多いので、必要性は高いと考

えるが、「配食サービス」と「高齢者を対象とす

る見守りサービス」は当初計画では、平成２９年

４月からの開始ではなかったのでしょうか。 

方針３、施策の方向４「地域における見守りの

ネットワークづくりの推進」（５１ページ）では

多様な見守りの取組内容が掲げられているが、

「高齢者を対象とする見守りサービスの検討」は

これとは別の「サービス」を創設する、と言う意

味ですか。別であるなら、そのサービスを創設す

る必要性についてお伺いしたい。 

 

本市では、栄養改善及び見守り

を目的とした「ひとり暮らし高齢

者等給食サービス事業」を総合事

業に位置付け、平成２８年４月か

ら実施しています。 

また、「高齢者を対象とする見守

りサービスの検討（４１ページ）」

については、要支援等の方を中心

とし、「地域における見守りのネッ

トワークづくりの推進」（５１ペー

ジ）では、地域活動の中でネット

ワークづくりの推進を図っていく

ものとしており、地域の実情に合

った見守り体制の充実を図ってま

いりたいと考えています。 

イ 



通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

９ 【総合事業の充実について】 

「日常生活に支障のない者であって、通いの場

に行くことにより介護予防が見込まれる者」等々

の高齢者を近場で、継続的に受け入れる「通いの

場」づくりは超高齢化社会に向けて構築すること

は非常に重要で急を要すると考えます。 

現在、相模原市はこの事業に「元気倶楽部」「生

き生きシニアのための地域活性補助金事業」等が

あるが、これらは、これから重要になる「地域の

住民主体で、高齢者の近場で、継続的に」の条件

を満たすものにはなっていないと感じている。ま

た、生き生きシニアのための地域活性補助金事業

は年間の活動回数から考えると一つの団体に支

払われる補助金が大きすぎると思っている。 

「○住民主体による多様な通いの場の充実」は、

「一般介護予防事業の地域介護予防活動支援事

業（通いの場関係）」を構築も含むと理解してよ

いのでしょうか。 

「この事業ではない」とすると、「一般介護予

防事業の地域介護予防活動支援事業（通いの場関

係）」はどのように考えておられるのでしょうか。

総合事業の「住民主体サービス」と言うと要支援

者を受け入れる「住民主体サービス」に重点が置

かれているように思う。一般介護予防事業の「地

域介護予防支援事業（通いの場関係）」の位置づ

けを明確にして、強力に推進して行くことが求め

られ、必要ではないか。  

要支援・介護者を生み出さないことこそが重要

で、この対策の一つとして、「要支援・介護該当

者でない高齢者が、気楽に、何時でも、近場で、

継続して運動・体操等ができる住民主体の通いの

場所・居場所」を是非、早期に構築していただき

たいと思います。 

このことは、「日常生活圏域の今後の地域での

活動や取組の方向性」（８６～１１４ページ）を

みると、「居場所・集える場所づくり又は高齢者

が歩いて行ける居場所づくり」に取組む、として

いるのは、２９圏域中１９圏域（６６％）と非常

に多い。よって、これらの支援にも繋がる施策と

考えるのですが。 

「元気倶楽部」は、地域で主体

的に活動している市健康づくり普

及員連絡会に委託し、３６か所で

実施しているもので、高齢者がこ

の事業への参加をきっかけに運動

習慣を身に付けていただくもので

す。また、「生き活きシニアのため

の地域活動」も地域の住民主体の

介護予防活動のきっかけづくりと

しているもので、いずれの活動も

地域の通いの場へとつながるよう

働きかけているものです。 

こうした住民主体による多様な

通いの場の充実については、「一般

介護予防事業の地域介護予防活動

支援事業」に含まれるものです。 

高齢者の方々に、心身の機能の

維持向上について、主体的かつ継

続的に取り組んでいただくために

は、身近な地域に通いの場がある

ことが重要であるため、引き続き、

地域の実情に応じた通いの場づく

りの構築に取り組んでまいりま

す。 

イ 



 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

１０ 【総合事業の充実について】 

地域包括ケアシステムは本格的スタート以来

一定の時間が経ちました。この間の到達は実際の

利用者も決して多くはなく、参加する事業者の数

も限られているようです。この間の問題点がどこ

にあって何をどのように深化させるのかが見え

ません。在宅医療・介護の連携、多様な主体によ

るサービス提供、多職種によるケアプラン点検な

どがそれにあたるのでしょうか。 

総合サービスで、現行相当サービスを代替した

り、現行相当サービスを縮小するのではなく、継

続・維持することを基本にすべきです。 

総合事業につきましては、利用

者の多様なニーズに対して、地域

の実情に応じ、多様な主体の参画

によりサービスを充実すること

で、地域の支えあい体制づくりを

促進し、より効果的かつ効率的な

支援を目指すため、平成２８年４

月から現行相当サービスと短期集

中予防サービス、平成２８年１１

月から基準緩和サービスと住民主

体サービスを開始しています。 

基準緩和サービスや住民主体サ

ービスなどを整備することによ

り、利用者一人ひとりに合ったサ

ービスの提供が可能になるものと

考えておりますので、サービス提

供体制の充実や利用促進に努めな

がら、地域包括ケアシステムの構

築をさらに進めてまいります。 

ウ 



 

 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

１１ 【消費者被害の防止について】 

 消費者被害の防止策として、消費生活情報の充

実等に取り組むことが掲げられています。これら

の情報を介護事業所のほか高齢者と直接接する

関係者、団体にも積極的に提供してほしいと思い

ます。それにより、情報が当事者に届く機会が増

加し、さらに効果が増すと思われます。 

商品、サービス、契約上のトラ

ブルに対し、消費者被害の防止に

向けた相談や支援などの取組を消

費生活センターで、行っておりま

すが、高齢者等の消費者被害の防

止には、関係者等による「見守り」

が重要と考えていることから、介

護サービス事業者のほか、高齢者

支援センター、民生委員・児童委

員協議会、自治会など地域におけ

る多様な主体と情報発信を含めた

連携を図っているところです。 

今後も連携を深め、「見守り」に

よる被害の未然防止及び早期発見

などに取り組んでまいります。 

イ 

１２ 【居住安定確保について】 

低所得者の一人暮らし高齢者の居住を確保す

る上での困難に対処する施策が必要ではないで

しょうか。民間アパートへの入居は断られるケー

スが少なくありません。住宅確保を民間任せにす

るのではなく、低所得者でも入居可能な施設を公

的に準備する施策が求められます。 

高齢者の居住安定に係る施策の

推進として５４ページに記載のと

おり、市営住宅への入居の円滑化

を図るとともに、民間賃貸住宅に

おける住宅確保要配慮者円滑入居

賃貸住宅の供給促進、住まい探し

相談会の開催、あんしん賃貸支援

事業や居住支援協議会等による入

居支援により、所得の低い方も含

めた高齢者の居住の安定確保に努

めてまいります。 

イ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

④ 認知症施策の推進に関することについて 

１３ 【認知症施策の推進について】 

本人・家族・関係者を含め、相模原市の公共施

設は認知症の人にとって「利用しやすい」施設と

なっているか、または改善すべき点はあるのか、

等「認知症の人による施設チェック」を数年かけ

て実施したらどうか。 

「認知症の人やその家族が住み慣れた地域で

安心して生活を継続できるよう、社会全体として

認知症への理解を深め、認知症の人の意思が尊重

される、認知症の人とその家族にやさしい地域づ

くりに取り組みます」と述べられているので、当

事者の視点からの施設の使いやすさのチェック

はこれにマッチしたものと考えます。 

認知症施策の推進については、

「【方針１】当事者の視点に立った

普及啓発と支援（５６ページ）」を

掲げております。いただいたご意

見も参考に、認知症の人やその家

族にやさしい地域づくりに向けて

検討してまいります。 ウ 



 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑤ 介護サービス基盤の充実に関することについて 

１４ 【介護人材の確保について】 

今、介護従事者の確保に困難をきたしている大

きな原因は、あまりにも低い「処遇」、とりわけ

低い賃金が問題です。このことへの対処を国の制

度としても市独自施策としても計画することが

必要ではないでしょうか。確保すべき人材は、有

資格者を中心とし、安易にボランティアや短時間

の研修受講者に広げるべきではありません。 

 介護従事者の確保に向けた適切

な介護報酬の設定は、介護保険制

度の中で対応すべきものと考えて

いることから、一層の処遇改善に

繋がる措置が講じられるよう、指

定都市市長会等を通じ、引き続き

国に対して、働きかけてまいりた

いと考えております。 

また、質の高い人材を安定的に

確保するため、介護の仕事の魅力

向上や多様な人材の確保・育成を

図ってまいります。 

ウ 

１５ 【介護人材の確保・定着・育成について】 

 （仮称）介護人材センターによる人材育成、確

保機能を期待します。さらに、キャリアアップ、

定着促進につながる研修等にも期待します。身近

な場所で研修が受けられることや、研修を受けた

人材を事業所につなぐことが重要であると考え

ます。 

 介護人材の確保・定着・育成に

係る取組を推進するため、一元的

な機能を持つ「（仮称）介護人材セ

ンター」の設置を検討します。 

 介護の魅力発信をはじめ、新た

に介護職を目指す人や人材の呼び

戻し、中高齢者の参画などの多様

な人材の参入促進を図るととも

に、各種研修などによる職場定着

や職員の育成・質の向上、働きや

すい職場環境づくりなどを充実し

て支援してまいります。 

イ 



 

 

 

 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

１６ 【介護給付適正化について】 

「介護給付適正化事業」としてケアプランの点

検をすることが計画されていますが、給付費を削

減するための点検にならないようにすべきです。

ケアマネジャーが利用者の生活実態に基づいて

作成するケアプランを尊重しつつ、ケアマネジャ

ーを支援するような体制と相談内容とすべきで

す。 

 ケアプラン点検は、ケアプラン

がケアマネジメントのプロセスを

踏まえ、「自立支援」に資する適切

なものとなっているかを介護支援

専門員とともに検証確認しなが

ら、介護支援専門員の「気づき」

を促すために実施するものです。 

 第７期計画では、市のケアマネ

ジメントに関する基本方針を介護

支援専門員に周知するとともに、

計画期間内の３年間で居宅介護支

援事業所の２５％を対象に、特に

在宅で要介護１、２の方のケアプ

ラン点検を実施することを目標と

しています。 

 利用者の状態に合った適切なプ

ランにより、被保険者の自立支援、

重度化防止につなげてまいりたい

と考えております。 

なお、介護や障害など複合的な

課題を抱える方に対しまして、よ

り適切な支援がなされるよう、ケ

アマネジャーや障害福祉制度の相

談支援専門員をはじめとする関係

機関等の連携を図ってまいりま

す。 

ウ 

１７ 【介護給付適正化について】 

 介護認定適正化とケアプラン点検について、ケ

アマネジャーのスキルアップにつながるという

メリットがある反面、給付抑制になることを危惧

します。給付抑制がいきすぎにならないよう、利

用者と直接関わっているヘルパーの意見も聞き、

必要なサービスを必要な人が受けられるよう点

検方法を考慮してください。 

ウ 

１８ 【介護給付適正化について】 

障害のある方の場合、６５歳になって介護保険

サービスが優先になることで、できないケアが出

てくる場合があります。 

介護と障害といった複合的な課題については、

一人ひとりの状態に合わせ、きめこまやかに対応

することが必要と考えます。このような場合にも

ケアプラン点検を生かすことができないでしょ

うか。 

ウ 



 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑥ 介護保険料に関することについて 

１９ 【介護保険料について】 

介護保険料の負担の高さが問題です。これから

国民健康保険税、消費税増税も予定される中で、

７期計画の介護保険料については引き上げを可

能な限り抑えるべきと考えます。 

介護保険料については、介護保

険法の規定により、３年ごとに改

定することとなっております。 

今後、高齢化が進行し、要介護

認定者数の増加により、介護サー

ビスの需要増、介護給付費の増加

が見込まれることから、保険料に

ついては、適切に設定してまいり

たいと考えております。 

ウ 


